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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.15-49 

 添付法令資料 1：    モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第 41414141----05050505 号号号号    

        2006200620062006 年年年年 2222 月月月月 14141414 日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----06060606----13131313 号により施行号により施行号により施行号により施行（目次） 

 添付法令資料 2：    韓国環境政策基本法韓国環境政策基本法韓国環境政策基本法韓国環境政策基本法（目次） 

 添付法令資料 3：    ロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除にロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除にロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除にロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除に    

        関する関する関する関する 2015201520152015 年年年年 11111111 月月月月 3333 日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律 No.297No.297No.297No.297----FZFZFZFZ（目次） 

 添付法令資料 4：    老齢保障プログラムの実施に関する老齢保障プログラムの実施に関する老齢保障プログラムの実施に関する老齢保障プログラムの実施に関する2015201520152015年年年年6666月月月月30303030日付インドネシア日付インドネシア日付インドネシア日付インドネシア    

        共和国政令共和国政令共和国政令共和国政令 No.No.No.No.46464646（目次） 

 添付法令資料 5：    付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、    

        施行を指導するベトナム政府の施行を指導するベトナム政府の施行を指導するベトナム政府の施行を指導するベトナム政府の2013201320132013年年年年12121212月月月月18181818日付第日付第日付第日付第209/2013/ND209/2013/ND209/2013/ND209/2013/ND----CPCPCPCP号号号号    

        議定の施行の施行を指導する通知の合一文書議定の施行の施行を指導する通知の合一文書議定の施行の施行を指導する通知の合一文書議定の施行の施行を指導する通知の合一文書（目次） 

 添付法令資料 6：    一部の規則及び規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により一部の規則及び規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により一部の規則及び規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により一部の規則及び規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により    

        改正された主要規則等改正された主要規則等改正された主要規則等改正された主要規則等（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2015年 12月 11日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 円借款の供与に関する日本国政府とフィリピン共和国政府との間の書簡の交

換に関する件（外務省告示第 424号） 
15.12.07公布／15.11.19発効 

2 食糧援助に関する日本国政府とコモロ連合政府との間の書簡の交換に関する

件（外務省告示第 425号） 
15.12.07公布 

3 適格消費者団体を公示する件（消費者庁告示第 5号） 
15.12.09公布 

4 所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のための日本国政

府とヴィエトナム社会主義共和国政府との間の協定に関する書簡の交換に関

する件（外務省告示第 426号） 
15.12.09公布／15.11.26発効 

5 国道九号線橋梁改修計画（詳細設計）のための贈与に関する日本国政府とラ

オス人民民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第427号） 
15.12.09公布 

6 コモロ川上流新橋建設計画のための贈与に関する日本国政府と東ティモール

民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 430号） 
15.12.10公布 

7 使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部を改正する件（厚生労働省告示第 464号） 
15.12.10公布／15.12.11適用 
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第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 レアアース・タングステンの探鉱権及び採鉱権の審査・認可管理の規範化に

関する国土資源部の通知 
  （国土资源部关于规范稀土矿钨矿探矿权采矿权审批管理的通知） 

15.11.17発布 国土資源部 国土資規[2015]9号／同日施行 
2 2016年関税調整方案に関する通知 

  （关于 2016年关税调整方案的通知） 
15.12.04発布 国務院関税税則委員会 税委会[2015]23号／16.01.01施行 

3 政府投資基金暫定施行管理弁法の印刷・発布に関する通知 
  （关于印发《政府投资基金暂行管理办法》的通知） 

15.11.12発布 財政部 財預[2015]210号／同日施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于公布税务行政许可事项目录的公告 

15.12.01発布 国家税務総局 国家税務総局公告 2015年第 87号 
2 国家税务总局关于明确纳税信用管理若干业务口径的公告 

15.12.02 発布 国家税務総局 国家税務総局公告 2015 年第 85 号／同日施

行 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 保险公估机构监管规定（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
2 保险公司管理规定（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
3 保险公司设立境外保险类机构管理办法（2015 年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
4 保险经纪机构监管规定（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
5 保险专业代理机构监管规定（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
6 人身保险公司保险条款和保险费率管理办法（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
7 再保险业务管理规定（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
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8 中国保险监督管理委员会行政处罚程序规定（2015年修订） 

15.10.19発布 中国保険監督管理委員会 保監会令 2015年第 3号／同日施

行 
 

第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 財政省の 2013年 11月 15日付第 164/2013/TT-BTC号通知に添付され発布さ

れた優遇輸入関税表の第 5503.20.00 号品目コードに属するポリエステルから

合成される短繊維の商品に対する優遇輸入税率を修正する通知 
財政省の 2015年 8月 27日付第 131/2015/TT-BTC号通知／15.10.11施行 

2 不動産経営法の若干の条項の施行細則を定める議定 
政府の 2015年 9月 10日付第 76/2015/ND-CP号議定／15.11.01施行 

 

第 5 韓国 

1  雇用保険法施行規則一部改正令 
15.12.7公布 雇用労働部令第 140号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

2  騒音及び振動管理法施行規則一部改正令 
15.12.8公布 環境部令第 625号／同日施行 

3  不動産開発業の管理及び育成に関する法律施行規則一部改正令 
15.12.8公布 国土交通部令第 257号／同日施行 

4  関税法第 71条による割当関税の適用に関する規程一部改正令 
15.12.10公布 大統領令第 26692号／同日施行 

5  水質及び水生態系保全に関する法律施行令一部改正令 
15.12.10公布 大統領令第 26704号／16.01.01施行 

6  大気環境保全法施行令一部改正令 
15.12.10公布 大統領令第 26705号／同日施行 

7  自動車管理法施行令一部改正令 
15.12.10公布 大統領令第 26706号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

8  大気環境保全法施行規則一部改正令 
15.12.10公布 環境部令第 626号／同日施行 

9 住宅建設基準等に関する規則一部改正令 
15.12.10公布 国土交通部令第 258号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 香港特別行政区 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 タイ 

1 運送の危険防止に関する仏暦 2558年（西暦 2015年）の運輸省令 
15.11.30制定 

 

第 10 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 11 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 12 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 モンゴル 

1 人間開発基金の 2016年の予算に関する 2015年 11月 13日付モンゴル国法律 
16.01.01施行 

2 社会保険基金の 2016年の予算に関する 2015年 11月 13日付モンゴル国法律 
16.01.01施行 

3 モンゴル国の 2016年の予算に関する 2015年 11月 13日付モンゴル国法律 
16.01.01施行 

4 モンゴル国の大フラルの選挙に関するモンゴル国法律第 26 条の 26.6 中の一

部がモンゴル国憲法の関連する規定に違反するか否かの論争を再審査して最

終的に判定することに関する 2015年 11月 27日付モンゴル国憲法裁判所の結

論 No.10 
 

第 14 カザフスタン 

1 有機生成物の生産に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 11月 27日付No.423-V ZRK／公布の日から 6ヵ月経過後に施行 

2 有機生成物の生産及び農工複合体の開発に係るいくつかのカザフスタン共和

国法令への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 
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2015年 11月 27日付No.424-V ZRK／公布の日から 6ヵ月経過後に施行 
3 2015 年ないし 2017年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律

への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 11月 30日付No.425-V ZRK／2015年 1月 1日から施行 

4 2016年ないし 2018年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 11月 30日付No.426-V ZRK／2016年 1月 1日から施行 

5 2016 年ないし 2018年におけるカザフスタン共和国国家基金からの保証付ト

ランスファーに関するカザフスタン共和国法律 
2015年 11月 30日付No.427-V ZRK／2016年 1月 1日から施行 

6 2007 年 10 月 6 日付集団安全保障条約機構の加盟国の法令執行機関及び特別

サービスの整備のための特別機械及び特別装置の優遇的条件における調達に

関する条約への変更の導入に関する第 2議定書の批准に関するカザフスタン共

和国法律 
2015年 11月 30日付No.428-V ZRK 

7 非政府組織の活動問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及

び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 12月 2日付 No.429-V ZRK／公布の日から 10歴日の経過後に施

行 
8 カザフスタン共和国とベネルクス諸国（ベルギー王国、ルクセンブルク大公

国及びオランダ王国）との間の再入国に関する条約並びにカザフスタン共和国

とベネルクス諸国（ベルギー王国、ルクセンブルク大公国及びオランダ王国）

との間の再入国に関する条約の執行議定書の批准に関するカザフスタン共和

国法律 
2015年 12月 2日付 No.430-V ZRK 

9 カザフスタン共和国と国際復興開発銀行との間の貸付（中小企業の競争力の

向上のプロジェクト）に関する条約の批准に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 12月 2日付 No.431-V ZRK 

10 国家調達に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 12月 4日付 No.434-V ZRK／一部を除き、2016年 1月 1日から

施行 
11 国家調達問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の

導入に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 12月 4日付 No.435-V ZRK／一部を除き、2016年 1月 1日から

施行 
12 カザフスタン共和国の最高司法協議会に関するカザフスタン共和国法律 

2015年 12月 4日付 No.436-V ZRK／2016年 1月 1日から施行 
13 最高司法協議会、司法制度及び裁判官の地位の問題に係るいくつかのカザフ

スタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国憲法的

法律 
2015年 12月 4日付 No.437-V ZRK／2016年 1月 1日から施行 

14 租税及び関税行政問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及

び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 
2015年 12月 3日付 No.432-V ZRK／一部を除き、公布の日から 10歴日

の経過後に施行 
15 障害者の権利保護の問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更

及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 
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2015年 12月 3日付 No.433-V ZRK／一部を除き、2016年 1月 1日から

施行 
 

第 15 ウズベキスタン 

1 石油製品の販売に係る活動のライセンシングに関する規程の承認に関する

2003年 6月 28日付ウズベキスタン共和国内閣決定 No.289への変更の導入に

関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2015年 11月 30日付No.349／同年 12月 9日施行 

2 家庭消費者の電力メーターの検証の実施手続に係る規程の承認に関する国家

電気エネルギー監督局及びウズベキスタン共和国標準化、計量学・品質認定庁

の決定 
2015年 10月 30日付国家電気エネルギー監督局No.6及び標準化、計量学・

品質認定庁 No.k-8 同年 12月 1日法務省登録 No.2736／同月 9日施行 
 

第 16 トルコ 

1 アルコール表計算に係る規則の失効の認定に関する科学、工業及び技術省の

規則 
2015年 12月 2日官報 No.29550／2015年 12月 1日から発効し、公布の

日から施行 
2 アルコール・メーター及びアルコール・ハイドロメーターに係る規則の失効

の認定に関する科学、工業及び技術省の規則 
2015年 12月 2日官報 No.29550／2015年 12月 1日から発効し、公布の

日から施行 
3 トルコ弁護士会の弁護士法規則における変更の実施に関するトルコ弁護士会

総局の規則 
2015年 12月 5日官報 No.29553／同日施行 

4 銀行により行われるレポ及びリバースレポ取引に係る原則に関する銀行業調

整・監督機構の規則 
2015年 12月 6日官報 No.29554／同日施行 

5 仲介業者により行われるレポ及びリバースレポ取引に係る原則に関する資本

市場委員会の通知（III-45.2） 
2015年 12月 6日官報 No.29554／同日施行 

 

第 17 ウクライナ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 ポーランド 

1 雇用主の組織に関する 1991年 5月 23日付法律の単一テキストの公布に関す

る 2015年 11月 19日付国会下院議長の公告 No.2029 
15.12.03公布 
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2 公共道路分野における投資の準備及び実行に係る特別原則に関する 2003年4
月 30 日付法律の単一テキストの公布に関する 2015 年 11 月 19 日付国会下院

議長の公告 No.2031 
15.12.03公布 

3 公的情報へのアクセスに関する 2001 年 9 月 6 日付法律の単一テキストの公

布に関する 2015年 11月 19日付国会下院議長の公告 No.2058 
15.12.07公布 

4 住宅建設の支援に係るいくつかの形式に関する 1995 年 10 月 26 日付法律の

単一テキストの公布に関する 2015 年 11 月 16 日付国会下院議長の公告

No.2071 
15.12.08公布 

5 家族及び監護法典（1964 年 2 月 25 日付法律）の単一テキストの公布に関す

る 2015年 11月 6日付国会下院議長の公告 No.2082 
15.12.09公布 

 

第 19 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 20 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 21 ミャンマー 

1 血液及び血液製品に関する法律を改正する法律 
15.11.25制定 2015年連邦議会法律第 57号 

2 身体器官無償提供法 
15.11.25制定 2015年連邦議会法律第 58号 

3 大統領府令第大統領府令第大統領府令第大統領府令第 69/201569/201569/201569/2015 号（競争法の施行日を号（競争法の施行日を号（競争法の施行日を号（競争法の施行日を 2017201720172017 年年年年 2222 月月月月 24242424 日とすることに日とすることに日とすることに日とすることに

ついて）ついて）ついて）ついて） 
15.12.02発布 

 

第 22 添付法令資料 

   1 モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第 41414141----05050505 号号号号 2006200620062006 年年年年 2222 月月月月

14141414 日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----06060606----13131313 号により施号により施号により施号により施行行行行（目次）    

   2韓国環境政策基本法韓国環境政策基本法韓国環境政策基本法韓国環境政策基本法（目次）    

   3 ロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除に関するロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除に関するロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除に関するロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除に関する

2015201520152015 年年年年 11111111 月月月月 3333 日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律 No.297No.297No.297No.297----FZFZFZFZ（目次） 

   4老齢保障プログラムの実施に関する老齢保障プログラムの実施に関する老齢保障プログラムの実施に関する老齢保障プログラムの実施に関する 2015201520152015 年年年年 6666 月月月月 30303030 日付インドネシア共和国日付インドネシア共和国日付インドネシア共和国日付インドネシア共和国

政令政令政令政令 No.46No.46No.46No.46（目次）    
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   5付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、施行を指付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、施行を指付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、施行を指付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、施行を指

導するベトナム政府の導するベトナム政府の導するベトナム政府の導するベトナム政府の2013201320132013年年年年12121212月月月月18181818日付第日付第日付第日付第209/2013/ND209/2013/ND209/2013/ND209/2013/ND----CPCPCPCP号議定の施行の号議定の施行の号議定の施行の号議定の施行の

施行を指導する通知の合一文書施行を指導する通知の合一文書施行を指導する通知の合一文書施行を指導する通知の合一文書（目次）    

   6 一部の規則及一部の規則及一部の規則及一部の規則及び規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により改正さび規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により改正さび規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により改正さび規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により改正さ

れた主要規則等れた主要規則等れた主要規則等れた主要規則等（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

設樂 公晴  弁護士：マレーシア・インドネシア・タイ法令担当 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

高信 桃子  弁護士 日本国及びニューヨーク州：韓国法令担当 

津守 博之  弁護士 日本国及びニューヨーク州：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

蔵元 左近  弁護士 日本国及びニューヨーク州：シンガポール・インドネシア・

韓国法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

鈴木 崇   弁護士：韓国・インドネシア法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・シンガポール・韓国・インドネ 

シア法令担当 
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志賀 正帥  弁護士：金融（Banking, Securities & Insurance）・台湾・香港・ 
越南法令担当 

奥野 剛史  弁護士：インド・パキスタン・スリランカ・インドネシア法令担当 

村瀬 健太  弁護士：モンゴル・韓国・インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

若竹 宏諭  弁護士：シンガポール・韓国法令担当 

川原 蓮   弁護士：韓国法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

光本 亘佑  弁護士：独占禁止法担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

アレクセイ アレクサンドロビッチ ロセフ  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

タランティーノ クリストーフォロ  イタリア弁護士会修習生 

：イタリア・ＥＵ法令担当 

ダム ティ ハオ  ベトナム国弁護士：越南法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

周 加萍   外国法研究員（中国律師）：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 
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  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所 律師：厳 海忠：越南法令担当 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 



1 
 

添付法令資料 1： 
 

モロッコにおける資本リスク評価機構に関する法律第 41-05号 
2006年 2月 14日付勅令第 1-06-13号により施行（目次） 

 
 
第 1編  総則（第 1条～第 2条） 
第 2編  資本リスク評価機構（第 3条～第 24条） 

第 1章 共通規定（第 3条～第 15条） 
第 2章 特則（第 16条～第 24条） 

第 3編  資本リスク評価機構を管理する会社（第 25条～第 34条） 
第 4編  資本リスク評価機構に対する監督（第 35条～第 41条） 

第 1章 有価証券倫理委員会による監督（第 35条～第 37条） 
第 2章 会計監査人（第 38条～第 41条） 

第 5編  禁止事項（第 42条） 
第 6編  制裁（第 43条～第 47条） 

第 7編  雑則及び経過規定（第 48条～第 56条） 
 
 
 
 
添付法令資料 2： 
 

韓国環境政策基本法（目次） 
2015年 12月 1日法律第 13534号により一部改正 2016年 12月 2日施行 

 
 

第 1章  総則（第 1条ないし第 11条） 
第 2章  環境保全計画の樹立等 

第 1節 環境基準（第 12条及び第 13条） 
第 2節 基本的施策（第 14条ないし第 39条） 
第 3節 自然環境の保全及び環境影響評価（第 40条及び第 41条） 
第 4節 紛争調整及び被害救済（第 42条ないし第 44条） 
第 5節 環境改善特別会計の設置（第 45条ないし第 53条） 

第 3章  法制上及び財政上の措置（第 54条ないし第 57条） 
第 4章  環境政策委員会（第 58条及び第 59条） 
第 5章  補則 
 
  



2 
 

添付法令資料 3： 
 

ロシア連邦における外国国家及び外国国家の財産に係る管轄免除に関する 
2015年 11月 3日付ロシア連邦法律 No.297-FZ（目次） 

2016年 1月 1日施行 
 
 
第 1条  この連邦法律の規制対象 
第 2条  この連邦法律において使用される基本的概念 
第 3条  この連邦法律のかかわらない特権及び免除 
第 4条  管轄免除の適用に係る問題における相互主義の原則 
第 5条  ロシア連邦の司法管轄権の行使に対する外国国家の同意 
第 6条  司法免除の拒絶 
第 7条  外国国家の民事法上の法律行為への参加及び（又は）企業その他の経済活 
 動の実施に関係する紛争に関連する司法免除の不適用 
第 8条  労働紛争に関連する司法免除の不適用 
第 9条  法人または法人格を有しないその他の団体への参加に関係する紛争に関 
 連する司法免除の不適用 
第 10条  財産に対する権利に関する紛争に関連する司法免除の不適用 
第 11条  損害賠償に関する紛争に関連する司法免除の不適用 
第 12条  知的財産権に関係する紛争に関連する司法免除の不適用 
第 13条  船舶の運行に関係する紛争に関連する司法免除の不適用 
第 14条  訴えの保障に係る措置に関連する外国国家の免除 
第 15条  裁判所の判決の執行に関連する外国国家の免除 
第 16条  訴えの保障に係る措置に関連する免除及び裁判所の判決の執行に関連す 
 る免除を享受する外国国家の財産 
第 17条  外国国家の参加を伴う事件に係る訴訟手続 
第 18条  この連邦法律の発効 
 
  



3 
 

添付法令資料 4： 
 

老齢保障プログラムの実施に関する 2015年 6月 30日付 
インドネシア共和国政令 No.46（目次） 

同年 7月 1日施行 
 
 

第 1章  総則（第 1条） 
第 2章  加入及び登録手続 
 第 1節  総則（第 2条及び第 3条） 
 第 2節  加入（第 4条ないし第 6条） 
 第 3節  登録手続 
  第 1款  国家機関以外の雇用者の下で働く賃金受領者である被保険者（第 7条

ないし第 12条） 
  第 2款  賃金受領者ではない被保険者（第 13条ないし第 15条） 
第 3章  保険料の金額及び支払手続 
 第 1節  国家機関以外の雇用者の下で働く賃金受領者である被保険者の老齢保

障にかかる保険料の金額（第 16条及び第 17条） 
 第 2節  賃金受領者ではない被保険者の老齢保障にかかる保険料の金額（第 18

条） 
 第 3節  保険料支払手続 
  第 1款  国家機関以外の雇用者の下で働く賃金受領者である被保険者（第 19

条及び第 20条） 
  第 2款  賃金受領者ではない被保険者（第 21条） 
第 4章  給付及び支払手続 
 第 1節  老齢保障給付（第 22条ないし第 25条） 
 第 2節  老齢保障の支払手続（第 26条ないし第 32条） 
第 5章  行政処分（第 33条及び第 34条） 
第 6章  監督（第 35条） 
第 7章  苦情の取扱い（第 36条） 
第 8章  終則（第 37条） 
 
  



4 
 

添付法令資料 5： 
 
付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、かつ、施行を指導する 
ベトナム政府の 2013年 12月 18日付第 209/2013/ND-CP号議定の施行の施行を 

指導する通知の合一文書（目次） 
ベトナム財政省の 2015年 6月 17日付第 16/VBHN-BTC号合一文書 

  
 

第 1章  総則（第 1条ないし第 5条） 
第 2章  税計算の根拠及び方法 
 第 1目  税計算の根拠（第 6条ないし第 11条） 
 第 2目  税計算の方法（第 12条及び第 13条） 
第 3章  税の控除及び還付 
 第 1目  税の控除（第 14条ないし第 17条） 
 第 2目  税の還付（第 18条ないし第 20条） 
第 4章  実施組織（第 21条及び第 22条） 
 
 
  



5 
 

添付法令資料 6： 
 

一部の規則及び規範性文書の改正に関する中国商務部の決定により 
改正された主要規則等（目次） 

15.10.28発布 商務部 商務部令 2015年第 2号／同日施行 
 
 
1  关于设立外商投资股份有限公司若干问题的暂行规定 
2  关于外商投资企业境内投资的暂行规定 
3  关于外商投资企业合并与分立的规定 

4  外商投资企业自动进口许可管理实施细则 
5  敏感物项和技术出口经营登记管理办法 
6  外商投资创业投资企业管理规定 
7  外商投资商业领域管理办法 
8  关于外商投资举办投资性公司的规定 
9  拍卖管理办法 
10  外商投资租赁业管理办法 
11  外商投资国际货物运输代理企业管理办法 
12  外国投资者对上市公司战略投资管理办法 
13  关于外商投资举办投资性公司的补充规定 
14  成品油市场管理办法 
15  原油市场管理办法 
16  外商投资矿产勘查企业管理办法 
17  对外承包工程资格管理办法 
18  对外援助物资项目实施企业资格管理办法 
19  商务部关于涉及外商投资企业股权出资的暂行规定 
20  关于开展试点设立外商投资物流企业工作有关问题的通知 
21  商务部关于外商投资非商业企业增加分销经营范围有关问题的通知 
22  关于进一步加强、规范外商直接投资房地产业审批和监管的通知 
 
 


